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コミュニティ・レクリエーションをコミュニティとレク

リエーションを結ぴつけた合成造識としてとらえるとき、

その活動にコミュニティの要件がそなわっているか否かは

基本的な問題となろう.

コミ且ニティは、 R.M.マッキーパーによる縫起以来、

生活圏繊〈農村祉会学〉、人間生態学論(都市社会学〉、

千士会計画論、地域槍カ構造の視点より、多〈の研究者によ

って究明されてきた古典的な研究課題である.と同時に、

今日においても、その概念や構造ならびに計画などについ

て鎗織がなされている現代的な研究課題でもある.

コミュニテイの定義や要件について、一義的な回答が得

られないなかで、松原1)は、コミュニティを、 r地域社会

という生活の婦において、市民としての自主性と主体性と

責任とを自覚した住民によって、共通の他械への帰属意織

と共通の目標と役割意織とをもって、共通の行動がとられ

ようとする、その態度のうちに見出されるもので、と〈に、

生活環境を等し〈し、かつ、それを中心に生活を向上せし

めようとする共通利害の方向で一致できる人々が作り上げ

る地域集団活動の体系が、コミュニテイの発現形態である.

Jと定義している.そして、その構造上の要件として、次

の4つの意味が含まれていることを指摘しているの.

(1)範域性 (territoriali旬、地理的規定要件)

一定範域内での人々の定住の生活集欝が、コミュニティ

たらしめる基底条件となるが、この範域性という特質には、

土地をもとにした、ないしは土地への共属の認識を支えに

した社会というように、人間社会における「地域性J (10 

cality)という性格をも伴っている.

(2)社会的相互作用性 (social interaction、相互作用

的規定要件)

コミュニティを規定する第2の要件は、一定の地理的範

囲内に生態学的な人々の集者干があり、地域性を認識した人

々の関には、生活上になんらかの相互連測があり、個人の

不特定多数の日常的な生活欲求(あれやこれやの欲求〉が、

それらの相互連関を通して充足されている点に求められる.

こうした日常的な生活欲求充足上の相互作用のからみ合い

は、長年の聞に、なんらかの特徴的な慣習のパターンを生

み出す.すなわち、 「相互作用性』ないしは「共同性Jで

ある.

(3)社会的資源 (social resources、施設体系的規定要

件)

前期の2要件を結びつける要件、すなわち、人々の生活

上の相互述関を一定の地理的範劉内で果たさしめている条

件としての、 r社会的資源』、と〈に「生活環境施設の体

系』である.人々の定住の生活は位会的にいって共通の生

活環境施設の利用を通して、一定の地理的、空間的な範囲

の上で充足されているものと考えられ、コミュニテイは、

これら諸施設が組合わさって、体系化された樋合ととらえ

ることができる.

(4)コミュニテイ感情 (COI圃unity sentilent 、態度的

規定要件)

第3の要件としてあげた施設に媒介された生活利容の共

通性がテコになって、同じ土地に共属するという感情が呼

ぴ極まされて、人々は共通の生活防衛や維持や向上という

目標に向かつて活動を展開させようとするが、こうしたコ

ンセンサス{合意)のなかにコミュニティの存在を見出そ

うとするのが、第4の規定要件の設定の仕方である.

社会の変動、交通・通信・情報体系の発達は、伝統的、

牧歌的なローカル・コミュニティの存在を次々に打ち捜し

て、人々の生活の空間を拡げ、共同体的秩序や地域連帯を

失わしめた.そうした『地域性』と「共同性』というコミ

ュニテイの規定上の伎が弱まるにつれて、逆に、もしコミ

ュニテイが存在するならば、あるいは、コミュニティを存

在せしめなければならないとすれば、それを人々の心のな

かに、態度のなかに求めようということになる.すなわち

コミュニティの態度的規定である.

問題の設定:研究目的

筆者らは、これまでに、コミュニティ・スポーツについ

て、図 1に示すような枠組を援起してきたの.これは、行

政側と住民側の2方向から、コミュニティ・スポーツをと

らえようとしたものである.

行政主義型/パ11 範 続 性九
ミュニテ4・ぐ (21 社会的相互作用性こλ時::i:i蝿
スポーア \司31 社会的資源/~、Aで

(41 コミュニティ感情

図1.コミュニティ・スポーツの枠組

すなわち、各種のスポーツ・レクリエーション教室、健

康・体力づ〈り教室などが、地域社会のなかに行政側より

導入されて、それをコミュニテイ形成の契軽量にする渇合{

コミュニティ形成のための戦略的手段としてのスポーツ・

レクリエーション活動4))と、既成のコミュニティにおい

て展開きれる住民の自主的なスポーツ・レクリエーション

活動に分けられるのである.
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そして、前者の行政主導型コミュニティ・スポーツは、 クリエーション活動と交通手段の関係を表わしている.全

範域性と社会的資源がすでに決定されてサービスされる点 体では、 『自転車で』が59.1%と過半数を占めており、次

に特徴が求められ、この活動を通して、社会的相互作用性 いで「自家用車で』が21.8%、 「徒歩で』が13.3%の順に

やコミュニティ感情を喚起することが期待きれ策定されて なっている.

いる.これに対して、住民主導型コミュニティ・スポーツ

は、すでに範域住、祉会的相互作用性、コミュニティ感情 表1.レクリエーション活動と交通手段の関係

1. Z 3 4 s を内在している地域社会のなかで、社会的資源を自

ら作り出す、あるいは行政側に要求するという方向

性を持つ活動ととらえてきた.

しかしながら、政策的視点より、より地域千士会に

密綾したプログラムを策定するにあたっては、当該

コミュニティの社会的特性、たとえば、都市.A村、
市街部・住宅部・ 8農村部、商業地待・工業地帯・農
業地穆・漁業地僚など、さらには、スポーツ・レク

リエーションの種目や内容などと地域社会との関連

について検討することが重要であり、いい換えれば、

スポーツやレクリエーションの展開されるコミュニ
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2. 軟式テニス ( n= 40) 10.0 45.0 2.5 

3 硬式チェス (n= 45) 2.2 35.6 o 44.4. 17.8 

4. パ Fミントン ( n= 87) 18.4 64.4 2.3 13.8 1.1 

s卓 理 ( n = 64) 23.4 56.3 。 15.6 4.7 

6 黄容体操 ( n= 92) 12.0 63.0 2.2 21.7 1.1 

ティ{スポーツ・コミュニティ、レクリヱーション・コミ

ュニテイ)と日常生活が営まれるコミュニテイの関連につ

いて考慮されるべきと考えられる.とりわけ、コミュニテ

イ・スポーツやコミュニティ・レクリエーションの範械に

関して、学校体育施設を社会的資源の核としたときには、

その範械を市町村小・中学校通学区域に設定してきたが、

在会的資源を中心としたレクリエーシ百ン・コミュニテイ

と日常生活を営むコミュニテイが重層的な広がりをそれぞ

れが持ち、同時に結節約な広がり持つ可能性が指摘されて

おり 5)、改めて、コミュニテイ・レクリエーションの純械

について、さらには、レクリエーシ E ン・コミュニティと

コミュニティの関連について検討される必要があると考え

られる.本研究では、コミュニテイ・レクリエーションの

範械の設定上の問題点を明らかにし、さらに、レクリエー

シ司ン・コミュニティとコミュニティの範械の関係につい

て検討することを目的とした.

研究方法

合

本研究では、 1983年千葉県粕市において実施した研究調

査『柏市教育計画樹立のための基礎調査報告書一祉会体育

とスポーツ活動の現状と課題J (柏市教育計画研究委員会、

1985)めのなかより、家庭婦人スポーツ団体と学校体育施

設開放事業利用団体を対象とした調査結果を用いる.と〈

に、コミュニティ・レクリエーションの範域の設定に関連

する、活動内容、利用施設、交通手段、地域特性などの項

目を取り出して研究資料とした.なお、活動内容は、表 1

と表2が示すように、バレーポール、軟式テニス、硬式テ

午ス、バドミントン、卓球、美容体操であり、本研究での

レクリエーション活動は、身体活動を伴ったレクリエーシ

ヨン活動(フィジカル・レクリエーシ坦ン}を意味する.

論議

表11主、家庭婦人スポーツ団体におけるフィジカル・レ

計 ( n=436) 13.3 59.1 1. 4 21. 8 4.4 

活動内容別にみると、バレーポール、バドミントン、美

容体練、卓球では、 「自転車で』がそれぞ'れ70.4%、 64.4

Z、63.0%、56.3%と高い数値を示しているが、これに対

して、軟式テニスと硬式テニスはそれそ'れ40.0%、35.6%

と低い数値となっている.この自転車利用の数値に、徒歩

利用のそれを加算すると、バレーポール(80.6%)、バドミ

ントン(82.8%)、卓球(79.7%)と80%前後の数値となる.

一方、 「自家用車でJでは、軟式テニス45.0%、硬式テ

ニス44.4%であるのに対して、バレーボール13.9%、バド

ミントン13.8%、卓球15.6%と、テニスの数値の約3分の

1となっている.

このような交通手段の結果より、それぞ'れのレクリエー

シ日ン活動の範械の広さを推定し、相対的に比較すると、

バレーボール、バドミントン、阜軍事は、自転車や徒歩で集

まることが可能な広さの範械を持つのに対して、軟式テニ

スや硬式テニスは、自家用車利用の数値が示すように、パ

レーポール、バドミントン、阜王事に比べて、より広い範械

を持っと考えられる.

また、美容体操については、 『徒歩でJ12.0%、 『自転

車でJ63.0%とその合計75.0%は、バレーボールなどに単

ずる数値を示すが、同時に、 r自家用車でJ21. 7%とバレ

ーボールなどよりも高い数値を示す.したがって、その範

械は、バレーボールなどの範城より広〈、テニスよりも狭

い、中倒的な広きであると推定される.

きて、表 1では、交通手段より、それそ・れのレクリエー

ション活動の範械を推定したが、 ζのコミュニティ・レク

リエーシ Hンの範械は、社会的資源と密接な関係にあると

考えられる.表21立、コミュニテイ・レクリエーションの

祉会的資源と考えられる体育・スポーツ施設とフィジカル

.レクリエーション活動の関係を表わしたものである.全

体では、公共体育・スポーツ施設42.4%、近隣センター・

地区体育館30.6%、学校体育・スポーツ施設25.1%となっ

ているが、レクリエーション活動ごとにそれらの数値は異
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なっている. 通手段と利用施設の結巣を示すかもしれないのである.

軟式テニス、硬式テニスでは、公共体育・スポーツ施設

がそれぞれ92.旬、 91.1%を示し、一方、バレーボールで 範

は学校体育・スポーツ胞設78.5%、バドミントンでは近隣

センター・地区体育館78.2%と、いずれの場合も高い数値

が示すように、レクリエーション活動の展開される施設が 域

限定的、固定的であることがわかる.

表2.レクリエーション活動と利用施設の関係 施 設 数

|X  
1. Z 3. 4 

企ス 露地 学ス 民間 ポス
其'" 陵'"
体 t t E 

体 l 同 t
宵 ツ " 体 ツ 体宵 y 

タ育 育瞳控-車E 1館 .霊
l バレーポール ( 0=107) 3.7 17.8 78.5 o 

Z 竜文式テ=ス ( 0 = 42) 92.9 2.4 o 4.8 

3. 硬式テ:~ {由=45) 91. 1 。 。 8.9 

.. バドミントン (n= 87) 19.5 78.2 2.3 。
5. • iIt ( D= 62) 38.7 24.2 37.1 o 

‘員容体蝿 ( n= 91) 64.8 33.0 。 2.2 

合 計 ( 0=434) 42. 4 30.6 25.1 1.8 

前記4つの活動は、主として単一の体育・スポーツ施設

を利用するのに対して、卓球と美容体操では複数の施設を

利用していることがわかる.車擦は、公共体育・スポーツ

施設38.7%、近隣センター・旭区体育館24.2%、学校体育

・スポーツ施設37.1%と3種類の施設をほぼ鈎等に利用し

ている.また、美容体操では、公共体育・スポーツ施設64

.8%、近隣センター・地区体育館33.0%と2種類の施設を

利用していることがわかる.

表lおよび表2に示した交通手段と利用施設を、各レク

リエーション活動の範域に関連づけて検討すると、公共体

育・スポーツ施設を利用する軟式テニスと硬式テニスでは

自家用車やオートパイがその交通手段として用いられ、一

方、学校体育・スポーツ脂設や近隣センター・地区体育館、

を利用するバレーポールとバドミントンでは、主に自転車

や徒歩を用いることが推察される.また、美容体繰では、

公共体育・スポーツ施設を利用する削合に応じて自家用車

やオートパイを用いると推察され、卓球においても、美容

体操でみられる施設と交通手段の関係と問機の傾向を示す

ものと考えられる.

図2.範械と施設教の関係

さらに、この施設数を決定する要因としては、当該レク

リエーション人口、開放置寺閥、単位時間数などをあげるこ

とができるが、原則的にはレクリエーション人口に対する

施設数の比であると指摘できる.したがって、図2の繍輸

を、施設数/レクリエーション人口{レクリエーシ冒ン参

加者 1人当たりの施設指数)と置き換えることも可能であ

る.

これまでは、家庭婦人スポーツの結果より、コミュニテ

イ・レクリエーシ冒ンの範域について検討したが、次に同

ーの施設を利用した場合についても検討することにした.

表31ま、学校体育施設開放事業利用団体の利用時に周い

る交通手段を、社会的地域特性別に示した結果である.全

体では、表 1と問機に自転車52.9%、自家賄事27.9%、徒

歩14.9%の願になっている.

表3.地域別にみた学校体育・スポーツ施設への交通手段

lkて
B 2 3 4. 

健 自 自 オ

伝 車
自伝

用 ，トs 車
で

で
車 イ
で で

市街栂 ( 66) 9.1 69.1 22.7 9.1 
3邑
周辺住宅郎 ( 58) 25.9 67.2 5.2 1.7 

周辺局地郎 ( 47) 21.3 59.6 17.0 2.1 
瞳
島村師 ( 37) 。10.8 86.5 2.7 
合 It (208) 14.9 52.9 27.9 4.3 

一一
これらの関係より、コミュニティ・レクリエーションの 地域別にみると、周辺住宅部、周辺団地部がそれ苧れ自

範械について検討すると、テニスは市全体を範械とし、パ 転車67.2%、59.6%、徒歩25.9%、21.3%と同じような結

レーボールとバドミントンは小・中学校通学区械を範械と 果を示している.これに対して、農村部では、自家用車86

し、そして、車軍事と美容体操はその中間の広きの範械を持 5%と、他の3地域とは全〈異なることがわかる.

っと推定されるのである. さらに、市街部では、自転車利用が59.1%と周辺団地部

この場合、節減を決定する要因として、当該レクリエー の59.6%と同じ数値を示す.しかしながら、前者では、徒

シ百ン活動の施設数をあげることができる.すなわち、学 歩9.1%、自家用車22.7%であるのに対して、後者では、従

校体育・スポーツ施設の数li公共体育・スポーツ施設のそ 歩21.3%、自家用車17.0%と異なっている.

のよりも明らかに多いので、その純械はより狭〈なる(図 以tに示したように、交通手段から各地域ごとの範城を
2) .たとえば、テニスコートを学校で利用することが可 推定すると、その範域の広さは周辺住宅部、周辺団地部、

能になれば、バレーボールやバドミントンと肉じような交 市街部、農村部の瀬に狭〈なっていると考えられる.すな
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わち、同ーの類型になる学校体育・スポーツ施設を利用す

る場合でも、範械の広さはその社会的地域特性によって異

なると考えられる.

松原7)は、コミュニテイ形成の方法上の問題点の第 1と

して、コミュニティ地区の範囲、すなわち、範域性の問題

をあげている.そこでは、適合的なコミュニティ地区の範

械として、 『小学校区Jもし〈は『中学校区Jないしはそ

れに準ずる広がりに求めている.同時に、範械内のオプテ

イマムな人口規模を想定する場合に、人口と面積の関係よ

り、都市型コミュニテイと農村型コミュニテイに 2分し、

コミュニティ形成の範械の基準が、前者では面積、後者で

は人口規模であるとしている.

すなわち、表3に示した交通手段より推定されたコミュ

ニティ・レクリエーションの範械と地減特性の関係におい

ても、松原の指摘する都市型コミュニティと農村型コミュ

ニティの特徴を認めることができるが、さらには

この2つのコミュニティに中間型コミュニティを

加えて設定する必要があると考えられるのである.

いい換えれば、学校通学区域の設定と同様に、当

該地域の人口と面積、つまり人口密度によって、

学校体育・スポーツ施設を社会的資源に想定した

湯合のコミュニテイ・レクリエーションの範棋を

決定できると考えられよう.表3に示した結果よ

り、以上の論議に沿って、範械と人口密度の関係

を図示すると、図3のようになろう.
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¥ 
械 | 周辺団地部

¥ 
周辺住宅部

¥ 

人口密度

図3.範域と人口密度の関係

関連せしめるか否かという基本的な問題と関わるからであ

る.

江橋8)は、祉会体育が展開される場として、 (1)職住近接

型、 (2)職住分離型、 (3)職住一体盤、 (4)住レクリエーション

-体型の4類型を示し、日常生活の営まれるコミュニティ

(地域社会)や職織の関係を示しながら、同時に、レクリ

エーションの展開される地域プログラムや職場体育などの

レクリエーション・コミュニテイとの位置関係についても

言及している.

この考え方に準製して、本研究で取り扱ってきたデータ

より、レクリエーション・コミュニティとコミュニティの

関係を示したのが図4である.社会的相互作用性やコミュ

ニテイ感情に関わる指標を用いてコミュニテイの範械を推

定し、レクリエーション・コミュニティとコミュニティの

位置関係を考えれば、このような4類型が縫示できょう.
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円卜
凶 4.レクリエ ション・コミュニテイとコミュニテイの関係、

~レクリエーション活動l剖と日常 ~tf81剖の関係~

すでに家庭婦人スポーツ団体の調査結果より、レクリエ

ーション・コミュニティの範械には、市町村全体を範械と

するテニスに例示された、広域レクリエーシ日ン・コミュ

以上のように、コミュニティ・レクリエーションの範域 ニテイ、バレーポールやバドミントンのような学校区域程

の設定に際しでは、コミュニティ・レクリエーションの種 度の広がりを有する居住域レクリエーション・コミュニテ

自特性に関わる要図書手(施設数、参加入口、施設数/参加 ィ、さらにその中聞の広がりを持つ、卓球や美容体操にお

人口など)とその活動が展開される地域の特性(市街節、 いて推定された、中間域レクリエーション・コミュニテイ

周辺部、農村部など:これらは人口密度や就業}JIJ人口など を設定した.

と関連すると推察きれる)の2つの視点より決定されると したがって、このレクリエーシ日ン・コミュニテイを図

考えられる 4にあてはめると、 4)重層型範械(11 )は、広域レクリエ

これまで示してきたのは、コミュニティ・レクリエーシ ーション・コミュニテイにあてはまることになろう.つま

ヨンにおける範域住と社会的資源についてであったが、さ り、レクリエーション・コミュニテイは市全体であり、日

らに外的基準としてより重要なことは、コミュニティ・レ 常生活聞はそれより狭い範械で蛍まれると考えられるので

クリエーションの範械とコミュニティの範械の関係である. ある. また、 3)重層型範城(1 )は、バレーポールやパ

なぜならば、それぞれの活動掴械の関係は、コミュニティ ドミントンにみられた学校区域のレクリエーション・コミ

の要件を充足する上での残る要件となる社会的相互作用性 ュニテイを表わし、たとえば、レクリエーシ昌ン?コミュ

とコミュニテイ感情をコミュニテイ・レクリエーシaンと ニテイを小学校区域とし、コミュニティを中学校区域とと
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らえることができょう.

さらに、農村部における学校開放事業による活動は、 2)

分離型範械という、レクリエーション・コミュニティとコ

ミュニテイが分舷する関係に、もし〈は、 1)援会型範械に

あてはめることができょう.この分離型範械というカテゴ

リーには、都心部のスポーツ・レクリエーション活動、す

なわち、職住分隊型の人々によるフィットネス・スポーツ

や積場レクリエーシ冨ンなどが含まれる.

また、1)接合型範械には、表3に示した市街部の活動、

あるいは、表 1や表2に示した卓軍事や美容体燥の活動もあ

てはまるものと考えられる.

まとめ

本研究では、コミュニティ・レクリエーションの範繊の

設定上の問題点を明らかにし、さらに、レクリエーション

・コミュニティとコミュニティの関係について、千葉県相

市で実施した家庭婦人スポーツ団体と学校体育施設開放事

業利用団体に対する調査結果を研究資料として検討した.

コミュニティ・レクリエーションの範械の設定について

は、基本的には、(1)施設数と位)参加入口によって影響され

るが、実際的には、 (3)レクリエーシ自ン活動内容と(4)当該

レクリエーションの利用施設数によって決定されていると

判断される.

また、コミュニティ・レクリエーションの範械とコミュ

ニティの範械については、社会的資源と範繊の設定によっ

て決定されるレクリエーション・コミュニティと従来の研

究や社会的相互作用の広がりより推定されるコミュニティ

の関係を4類型する試みが提示できた.すなわち、図4に

示す、1)接合型範域、 2)分般~~範棟、 3)重層型範域( I )、

4)重層型範城(11 )である.

今後の課題としては、日常生活の展開8れるコミュニテ

イの範械を、レクリエーシ田ン・コミュニティと問時に調

査することによって、図4に示した4類型の検証をあげる

ことができょう.
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